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序章 

環境影響評価準備書の目的と経緯 
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序章. 環境影響評価準備書作成までの経緯等 

 

序.1 環境影響評価準備書について 

 

本書は、「埼玉県環境影響評価条例」（平成 6年 12 月、埼玉県条例第 61 号）に基づき、平成 31 年 1

月 7日付で知事に提出した「所沢都市計画事業（仮称）三ケ島工業団地周辺土地区画整理事業環境影

響評価調査計画書」（以下、「調査計画書」という。）の記載事項について、住民等の意見及び知事意見

の内容を踏まえて検討を加え、埼玉県環境影響評価条例に基づき、「所沢都市計画事業（仮称）三ケ島

工業団地周辺土地区画整理事業環境影響評価準備書」（以下、「準備書」という。）をとりまとめたもの

である。 

 

 

序.2 準備書作成までの経緯 

 

準備書作成までの経緯を表 1に示す。 

 

表 1 準備書作成までの経緯 

項目 年月日 備考 

調査計画書提出 平成 31 年 1月 7日 都市計画決定権者→知事 

関係地域決定通知 平成 31 年 1月 8日 知事→都市計画決定権者 

 

関係地域：所沢市、入間市、狭山市、

東京都瑞穂町 

調査計画書公告・縦覧 平成 31 年 1月 11 日 

～平成 31 年 2 月 12 日 

公告：平成 31 年 1月 11 日 

縦覧：平成 31 年 1月 11 日 

～平成 31 年 2 月 12 日 

縦覧場所： 

・埼玉県環境部環境政策課 

・埼玉県西部環境管理事務所 

・所沢市役所 5階都市計画課 

・所沢図書館本館 

・三ケ島まちづくりセンター 

・入間市役所環境課 

・入間市立藤沢公民館 

・入間市立宮寺公民館 

・狭山市環境課 

・狭山市中央図書館 

・水野公民館 

・瑞穂町町民会館 2階入り口 

・元狭山コミュニティセンター 

・けやき館 

調査計画書説明会 平成 31 年 2月 2日 元狭山コミュニティセンター（瑞穂町） 

平成 31 年 2月 3日 宮寺公民館（入間市） 

平成 31 年 2月 3日 藤沢公民館（入間市） 

平成 31 年 2月 4日 藤沢公民館（入間市） 

平成 31 年 2月 7日 所沢市役所（所沢市） 

平成 31 年 2月 9日 水野公民館（狭山市） 

平成 31 年 2月 10 日 所沢市役所（所沢市） 
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項目 年月日 備考 

調査計画書についての住民等の意見書提出期間 平成 31 年 1月 11 日 

～平成 31 年 2 月 26 日 

意見書数：4件 

技術審議会第 1回小委員会 平成 31 年 1月 31 日 

平成 31 年 2月 5日 

 

技術審議会第 2回小委員会 平成 31 年 3月 14 日  

調査計画書についての知事意見受理 平成 31 年 3月 29 日 知事→都市計画決定権者 

調査計画書記載事項変更に係る手続等免除承認

申請 

令和 4年 11 月 22 日 都市計画決定権者→知事 

同申請承認 令和 4年 12 月 2日 知事→都市計画決定権者 

準備書提出 令和 4年 12 月 20 日 都市計画決定権者→知事 

 

 

序.3 準備書作成の手順 

 

準備書は、「埼玉県環境影響評価条例」、「埼玉県環境影響評価条例施行規則」及び「埼玉県環境影響

評価技術指針」に基づき作成した。 

具体的には、調査計画書に対する住民等の意見及び知事意見を踏まえ、調査計画書の内容を再検討

するとともに、事業計画・工事計画等の具体化に伴う内容の充実等を図ったうえで、環境影響評価に

係る調査、予測及び評価を行った。 

 

 

序.4 調査計画書の変更 

 

調査計画書の記載の変更に伴い、「埼玉県環境影響評価条例」第 21 条第 1項の規定に基づき、「調査

計画書記載事項変更に係る手続き等免除申請書」及び「変更内容検討書」を埼玉県知事に提出し、埼

玉県知事の承認を得た。 

提出した「調査計画書記載事項変更に係る手続き等免除申請書」、「変更内容検討書」及び「埼玉県

知事からの免除承認書」を以下に示す。 

 



様式第５号（２）（第２１条関係、第３０条関係） 

調査計画書記載事項変更に係る手続等免除承認申請書 

令和 ４年１１月２２日 

（あて先） 

埼玉県知事 

都市計画決定権者の名称 所沢市長 藤本 正人 

担当課所名 街づくり計画部 市街地整備課 

所在地 埼玉県所沢市並木一丁目１番地の１ 

担当者職・氏名 主任 山賀 将来 

電話番号 ０４－２９９８－９２０８ 

 調査計画書の記載事項の内容の変更について、手続等を行わないことの承認を受けた

いので、埼玉県環境影響評価条例施行規則第３０条第２項の規定により読み替えて適用

される埼玉県環境影響評価条例第２１条第１項ただし書の規定により、変更内容検討書

を添えて、次のとおり申請します。 

都市計画対象事 

業の名称 

所沢都市計画事業 

（仮称）三ケ島工業団地周辺土地区画整理事業 

行わない手続等 全部 ・ 一部（ ） 

申 請 理 由 事業計画の検討の進捗に伴い、計画地の範囲や事業の実施予

定時期等を変更するとともに、調査計画書に対する知事意見

等を勘案・配慮し、調査地点を追加したものであるため。 
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様式第４号（２）（第２１条関係、第３０条関係） 

変 更 内 容 検 討 書 

令和 ４年１１月２２日作成 

１．都市計画対象事業の名称 

所沢都市計画事業（仮称）三ケ島工業団地周辺土地区画整理事業 

２．変更の内容 

「所沢都市計画事業（仮称）三ケ島工業団地周辺土地区画整理事業環境影響評価調査計画書」（以下，

「調査計画書」という。）からの変更内容は以下のとおりである。 

追加・修正を行った項目 調査計画

書での頁 

追加・修正内容 備考 

第 2章 

都市計画

対象事業

の目的及

び内容 

2.2 都市計画対象事業の

目的 

2 別紙 1 本文について，所沢市都市計画マス

タープランの改定に伴う内容につい

て変更した。

変更理由① 

2.3 都市計画対象事業の

実施区域 

2.3.1 計画地の位置 

3 別紙 2 「図 2.3-1 計画地の位置」につい

て，計画地の範囲を変更した。 

変更理由② 

2.3.2 計画地の概況 5 別紙 3 「写真 2.3-1 計画地の状況」につ

いて，計画地の範囲を変更した。 

変更理由② 

2.4 都市計画対象事業の

規模 

6 別紙 4 対象事業の面積を変更した。 変更理由② 

2.5 都市計画対象事業の

実施期間 

6 別紙 5 「表 2.5-1 対象事業の実施予定時

期」について，各工程の実施予定時

期を変更した。 

変更理由③ 

2.6 都市計画対象事業の

実施方法 

2.6.1 土地利用計画 

7 

8 

別紙 6 

別紙 7 

「表 2.6-1 土地利用計画」につい

て，面積及び割合を変更した。また，

「図 2.6-1 土地利用計画図」につ

いて，計画地の範囲等を変更した。 

変更理由② 

2.6 都市計画対象事業の

実施方法 

2.6.2 企業の業種 

7 別紙 8 「表 2.6-2 企業の業種等（予定）」

について，用地面積を変更した。 

変更理由② 

2.6 都市計画対象事業の

実施方法 

2.6.7 交通計画 

10 別紙 9 「図 2.6-2 供用時における関連車

両の主要な走行経路」について，計

画地の範囲等を変更した。 

変更理由② 

2.6 都市計画対象事業の

実施方法 

2.6.9 工事計画 

11 別紙 10 「表 2.6-3 工事工程」について，

工種及び工事工程を変更した。 

変更理由③ 

第 3章 

調査項目 

3.2 環境影響評価項目 15 

16 

別紙 11 

別紙 12 

環境影響評価項目の選定について，

土壌を追加した。また，「表 3-2 環

境影響要因及び調査・予測・評価の

項目との関連表」について，水質，

土壌の記載内容を変更した。 

変更理由③ 

第４章 

選定項目

ごとの調

査，予測及

び評価手

法 

4.1 大気質 19 別紙 13 水銀等の予測・評価は行わないため，

記載内容を削除した。 

変更理由⑥ 

4.2 騒音・低周波音 

4.3 振動 

20 

22 

別紙 14 

別紙 15 

道路交通騒音・振動・断面交通量の

調査地点として，「⑩所沢市道

4-1033 号線」を追加した。

変更理由④ 

4.4 悪臭 24 別紙 16 調査地点「④住宅」，「⑤老人福祉セ

ンターやまゆり」を追加した。

変更理由⑤ 
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追加・修正を行った項目 調査計画

書での頁 

追加・修正内容 備考 

第４章 

選定項目

ごとの調

査，予測及

び評価手

法 

4.7 動物 31 別紙 17 水生昆虫・底生生物について，河川

底質調査を追加した。 

変更理由④ 

4.10 景観 38 別紙 18 調査地点として，「⑧特別養護老人ホ

ーム杏樹苑前」，「⑨稲荷神社」，「⑩

計画地北東部交差点」，「⑪林神社」，

「⑫林神社参道前」を追加した。 

変更理由④ 

4.11 自然とのふれあいの

場 

40 別紙 19 調査地点として，「①地域住民が日常

的に利用している散歩ルート」を追

加し，「林自然ふれあいコース」につ

いては，地点②に変更した。 

変更理由④ 

３．変更の理由 

①．「所沢市街づくり基本方針（都市計画マスタープラン）」の改定に伴い，名称及び内容について変

更した。 

②．既に土地利用がされている既存所沢三ヶ島工業団地及び都市計画施設である西部クリーンセンタ

ー市民持込みステーション等を本事業の施行区域から除外し，更に事業計画の検討を進めること

により，土地利用及び道路の配置に変更が生じたため，計画地の範囲等を変更した。 

③．事業計画の検討を進めることにより，事業の実施予定時期，工事内容及び工事工程を変更した。 

④．調査計画書についての知事意見を勘案・配慮し，調査地点を追加した。

⑤．調査計画書についての説明会住民意見を勘案・配慮し，調査地点を追加した。

⑥．進出予定企業に，石炭火力発電所，廃棄物焼却設備等，水銀等を排出する事業者を想定していな

いことから，記載内容を変更した。 

４．変更後の関係地域 

計画地の範囲等の変更に伴う関係地域の変更は無い。 

５．変更後の環境影響評価の調査項目及び調査方法 

事業計画の検討を進めることにより，工事内容に変更が生じ，環境影響評価項目の選定について，土

壌を追加した。 
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別紙１ 2.2 都市計画対象事業の目的 

（１）変更理由

「所沢市街づくり基本方針（都市計画マスタープラン）」の改定に伴い，名称及び内容について下

線の箇所を変更した。 

また，既に土地利用がされている既存所沢三ヶ島工業団地及び都市計画施設である西部クリーンセ

ンター市民持込みステーション等を本事業の施行区域から除外し，下線の箇所を変更した。

（２）変更内容

【変更前の内容】 

２．２ 都市計画対象事業の目的 

 所沢市では、市域全体の経済活動の活性化や雇用の創出を目指し、産業団地の創出に取り組んでいる。

対象事業の実施区域（以下「計画地」という。）は、都心から 30km 圏内に位置し、交通の利便性が高い

区域であり、「所沢市街づくり基本方針（都市計画マスタープラン）」において、「三ケ島工業団地周辺

地区」として、土地利用転換推進エリアに位置づけられている。また、「所沢市まち・ひと・しごと創

生総合戦略」の重点プロジェクトの一つである「産業用地創出による産業振興」において、地域経済の

活性化を促進するとともに、市域全体の経済活動の活発化や雇用を生み出すことができるとして、この

「三ケ島工業団地周辺地区」を新たな産業用地とすることが掲げられている。 

計画地内には、市街地内の住工混在の解消を目的として、2001 年に環境事業団によって、所沢三ヶ島

工業団地（約 4.3ha）が整備され、地区計画が指定されており、工業団地としての操業環境の形成・維

持が図られている。 

 計画地は平坦な土地が広がっており、一体的・計画的な面整備を行うことで、既存工業団地との相乗

効果が期待できる産業団地の創出に取り組むとともに、道路等公共施設を適切に配置した良好な街づく

りを実現するため、対象事業を実施する。 
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【変更後の内容】 

2.2 都市計画対象事業の目的 

 

 所沢市では、市域全体の経済活動の活性化や雇用の創出を目指し、産業団地の創出に取り組んでいる。

対象事業の実施区域（以下「計画地」という。）は、都心から 30km 圏内に位置し、交通の利便性が高い

区域であり、「所沢市都市計画マスタープラン」において、「三ケ島工業団地周辺地区」として、土地利

用推進エリアに位置づけられている。また、「所沢市まち・ひと・しごと創生総合戦略」の重点プロジ

ェクトの一つである「産業用地創出による産業振興」において、地域経済の活性化を促進するとともに、

市域全体の経済活動の活発化や雇用を生み出すことができるとして、この「三ケ島工業団地周辺地区」

を新たな産業用地とすることが掲げられている。 

また、計画地周辺には、市街地内の住工混在の解消を目的として、2001 年に環境事業団によって、所

沢三ヶ島工業団地（約 4.3ha）が整備され、地区計画が指定されており、工業団地としての操業環境の

形成・維持が図られ、新規の産業団地との相乗効果が期待できる。 

 計画地は平坦な土地が広がっており、一体的・計画的な面整備を行うことで、既存工業団地との相乗

効果が期待できる産業団地の創出に取り組むとともに、道路等公共施設を適切に配置した良好な街づく

りを実現するため、対象事業を実施する。 
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別紙２ 図 2.3.1 計画地の位置 

（１）変更理由 

既に土地利用がされている既存所沢三ヶ島工業団地及び都市計画施設である西部クリーンセンタ

ー市民持込みステーション等を本事業の施行区域から除外し，「図 2.3-1 計画地の位置」を変更した。 

 

 

（２）変更内容 

【変更前の内容】 
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【変更後の内容】 
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別紙３ 写真 2.3-1 計画地の状況 

（１）変更理由

既に土地利用がされている既存所沢三ヶ島工業団地及び都市計画施設である西部クリーンセンタ

ー市民持込みステーション等を本事業の施行区域から除外し，「写真 2.3-1 計画地の状況」を変更し

た。 

（２）変更内容

【変更前の内容】 
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【変更後の内容】 
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別紙４ 2.4 都市計画対象事業の規模 

（１）変更理由 

既に土地利用がされている既存所沢三ヶ島工業団地及び都市計画施設である西部クリーンセンタ

ー市民持込みステーション等を本事業の施行区域から除外し，対象事業の面積について下線の箇所を

変更した。 

 

 

（２）変更内容 

【変更前の内容】 

２．４ 都市計画対象事業の規模 

 

対象事業の面積は、29.8ha である。 

 

【変更後の内容】 

2.4 都市計画対象事業の規模 

 

対象事業の面積は、24.4ha である。 
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別紙５ 2.5 都市計画対象事業の実施期間 

（１）変更理由

事業計画の検討を進めることにより，事業の実施予定時期について下線の箇所及び「表 2.5-1 対象

事業の実施予定時期」を変更した。 

（２）変更内容

【変更前の内容】 

２．５ 都市計画対象事業の実施期間 

対象事業の工程を表 2.5-1 に示す。 

土地区画整理事業における造成工事期間は、2021 年度～2025 年度の約 5年間を計画している。 

また、進出予定企業による建設工事は、2022 年度から予定し、2023 年度から、随時、供用開始を

予定している。 

表 2.5-1 対象事業の実施予定時期 

年度 
2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 

環境影響評価 

測量・設計 

土地区画整理事業

造成工事 

進出企業建設工事 

進出企業供用開始 
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【変更後の内容】 

2.5 都市計画対象事業の実施期間 

 

対象事業の工程を表 2.5-1 に示す。 

土地区画整理事業における造成工事期間は、令和 5 年度～令和 8 年度の約 4 年間を計画している。 

また、進出予定企業による建設工事は、令和 8年度から予定し、令和 9年度から、随時、供用開始

を予定している。 

 

表 2.5-1 対象事業の実施予定時期 

年度 

項目 
H30 

H31/ 

R01 
R02 R03 R04 R05 R06 R07 R08 R09 R10 R11 

環境影響評価  

 
           

測量・設計  

 
           

土地区画整理事業 

造成工事 

 

 
           

進出企業建設工事  

 
           

進出企業供用開始  
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別紙６ 表 2.6-1 土地利用計画 

（１）変更理由

既に土地利用がされている既存所沢三ヶ島工業団地及び都市計画施設である西部クリーンセンタ

ー市民持込みステーション等を本事業の施行区域から除外し，更に事業計画の検討を進めることによ

り，土地利用及び道路の配置に変更が生じたため，下線の箇所及び「表 2.6-1 土地利用計画」を変更

した。 

（２）変更内容

【変更前の内容】 

２．６．１ 土地利用計画 

現時点で想定している土地利用計画を表 2.6-1 及び図 2.6-1 に示す。 

土地区画整理事業では、道路・公園などの公共施設を整備するとともに、土地の形状の整理や整

地を行う。本事業では、既存の工業団地を含め、産業系土地利用（約 21ha）をとり、今後、企業数

に応じて分割する。 

表 2.6-1 土地利用計画 

面積 (ha) 割合 (％) 

公共用地 

幹線道路 1.0 3.3 

区画道路 3.0 10.1 

河 川 0.2 0.7 

公 園 0.4 1.3 

調整池 1.9 6.4 

小 計 6.5 21.8 

民有地 

産業系土地利用 20.7 69.5 

（工業団地内緑地） (0.7) (2.3) 

非産業系土地利用 2.2 7.4 

神 社 0.4 1.3 

小 計 23.3 78.2 

合 計 29.8 100.0 
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【変更後の内容】 

2.6.1 土地利用計画 

現時点で想定している土地利用計画を表 2.6-1 及び図 2.6-1 に示す。 

土地区画整理事業では、道路・公園などの公共施設を整備するとともに、土地の形状の整理や整

地を行う。本事業では、既存の工業団地を含め、産業系土地利用（約 17.5ha）をとり、今後、企業

数に応じて分割する。 

表 2.6-1 土地利用計画 

項目 面積 (ha) 割合 (％) 

公共用地 幹線道路 1.4 5.7 

補助幹線道路 0.7 2.9 

区画道路 0.7 2.9 

河 川 0.3 1.2 

公 園 0.8 3.3 

調整池 1.3 5.3 

小 計 5.2 21.3 

民有地 産業系土地利用 17.5 71.7 

（工業団地内緑地） (0.7) (2.3) 

非産業系土地利用 1.3 5.3 

神 社 0.4 1.7 

小 計 19.2 78.7 

合 計 24.4 100.0 
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別紙７ 図 2.6-1 土地利用計画図 

（１）変更理由

既に土地利用がされている既存所沢三ヶ島工業団地及び都市計画施設である西部クリーンセンター市民持込みステーション等を本事業の施行区域から除外し、更に事業計画の検討を進めることにより，土地利用及び道路の配

置に変更が生じたため，「図 2.6-1 土地利用計画図」を変更した。 

（２）変更内容

【変更前の内容】 
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余白ページ 
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【変更後の内容】 
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別紙８ 表 2.6-2 企業の業種等（予定） 

（１）変更理由

既に土地利用がされている既存所沢三ヶ島工業団地及び都市計画施設である西部クリーンセンタ

ー市民持込みステーション等を本事業の施行区域から除外し，更に事業計画の検討を進めることによ

り，土地利用及び道路の配置に変更が生じたため，「表 2.6-2 企業の業種等（予定）」を変更した。 

（２）変更内容

【変更前の内容】 

２．６．２ 企業の業種 

現時点で予定される企業の業種を表 2.6-2 に示す。 

表 2.6-2 企業の業種等（予定） 

区分 用地面積 (ha) 企業の業種 

産業系土地利用 20.7 製造業、物流業 

【変更後の内容】 

2.6.2 企業の業種 

現時点で予定される企業の業種を表 2.6-2 に示す。 

表 2.6-2 企業の業種等（予定） 

区分 用地面積 (ha) 企業の業種 

産業系土地利用 17.5 製造業、物流業 
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別紙９ 図 2.6-2 供用時における関連車両の主要な走行経路 

（１）変更理由

既に土地利用がされている既存所沢三ヶ島工業団地及び都市計画施設である西部クリーンセンター市民持込みステーション等を本事業の施行区域から除外し，更に事業計画の検討を進めることにより，土地利用及び道路の配

置に変更が生じたため，「図 2.6-2 供用時における関連車両の主要な走行経路」を変更した。 

（２）変更内容

【変更前の内容】 
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余白ページ 
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【変更後の内容】 
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別紙 10 2.6.9 工事計画 

（１）変更理由

事業計画の検討を進めることにより，事業の実施予定時期について下線の箇所及び「表 2.6-3 

工事工程」を変更した。 

（２）変更内容

【変更前の内容】 

２．６．９ 工事計画 

１）工事工程

工事工程を表 2.6-3 に示す。工事期間は、2021 年度～2027 年度の約 7年間を計画している。 

表 2.6-3 工事工程 

年度 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 

準備工事 

土工事 

用・排水工事 

道路工事 

調整池設置工事 

公園工事 

進出企業建設工事 
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【変更後の内容】 

2.6.9 工事計画 

１）工事工程

工事工程を表 2.6-3 に示す。工事期間は、令和 5年度～令和 11 年度の約 7年間を計画して

いる。 

表 2.6-3 工事工程 

年度 R05 R06 R07 R08 R09 R10 R11 

準備工事 

廃棄物対策工事 

調整池設置工事 

土工事 

用・排水工事 

道路工事 

公園工事 

進出企業建設工事 




